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田町駅西口駅前地区の街づくりについて

※記載事項については現時点の検討内容であり、今後の設計等の具体化により修正・変更となる場合があります。

鉄道敷地境界

EV EV

田町駅西口交差点

既設 新設

業務棟

店舗

駐車場・機械室等

非常用発電機・CGS

スタートアップ支援施設

駅前デッキ広場

交通広場

EV

EV

ｵﾌｨｽｴﾝﾄﾗﾝｽ

道路境界

低層棟

先進的な環境負荷低減に
向けた取組６

交差点の改良1

交通広場の整備
（約1,200㎡⇒約3,000㎡）１

防災備蓄倉庫（区民避難所用：
約100㎡、帰宅困難者用約30㎡）５

自立・分散型のエネルギー
システムの構築５

地下鉄バリアフリー動線の確保２

スタートアップ支援施設
オープンコミュニティの形成３

駅前デッキ広場の拡充
（約150㎡⇒約2,000㎡）２

公共的駐輪場の整備
（約235台）１

港区所有デッキ、
エスカレーターの耐震補強５

東西自由通路の拡幅
（有効約９m⇒約21m）２子どもが学び・体験できる

機会の創出４

一時滞在施設（約1,000㎡）
一時退避場所（約2,500㎡）５

１ 計画地の位置・地区の概要

本地区は、放射第19号線に面し、田町駅及び羽田空港・成田空港に直結する都営地下鉄三

田駅の駅前に位置することから、国内外や都心部拠点への交通利便性が高い地区です。また、

本地区の周辺には、教育機関、学術機関、文化施設及び公共公益施設が立地し、業務機能が

集積していることから、産官学連携に適した立地特性を有しています。

一方、歩行空間及び滞留空間の不足、バリアフリー動線を含む歩行者動線のわかりづらさ、

変則的な（食い違い）交差点による交通混雑、駅周辺の自転車等駐車場の不足により、歩行

者・自転車利用者・自動車利用者の安全性・快適性が課題となっています。また、災害発生

時の混雑や混乱を緩和させるため、駅周辺の滞留スペースの確保や帰宅困難者の受入れ場所

の確保が課題となっています。

このような背景を踏まえ、にぎわいある駅前のオープンスペースの整備、防災対応力の向

上、安全で快適かつバリアフリーに対応した歩行者ネットワークの形成を図るとともに、交

差点及び交通広場の再編、公共的な自転車等駐車場の整備等により、駅を中心とした交通結

節拠点の形成を図ります。また、国際化に対応した業務、商業等の多様な機能に加え、産官

学連携を目指した産業支援機能の誘導により、土地の合理的かつ健全な高度利用と都市機能

の更新を図り、国際性豊かなにぎわいある複合市街地を形成します。
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■位置図 ■航空写真（令和元(2019)年撮影）

３ 整備イメージ

４ 今後のスケジュール（予定）

令和５(2023)年度 区域計画の認定
（都市再生特別地区、地区計画）

令和６(2024)年度 解体工事着手

令和７(2025)年度 業務棟新築工事着手

令和10(2028)年度 業務棟供用開始

令和15(2033)年度 低層棟新築工事着手

令和15(2033)年度 全体竣工

防災対応力強化と先進的な環境都市づくり

国際交流拠点にふさわしい多様な都市機能の導入

駅まち一体の都市基盤整備

街づくりの目標

２ 街づくりの目標と取組内容

交通結節機能の強化及び駅とまちを繋ぐ歩行者ネットワークの形成と、

国際競争力強化に資するビジネス交流拠点の整備により、

東京の都市再生へ貢献する

取組内容

民有地を活用した交通広場の整備や、交差点の改良、公共的駐輪場の整備等に
よる交通結節機能の強化1

先進的な環境負荷低減に向けた取組６

JR田町駅構内の東西自由通路の拡幅や、駅前デッキ広場の拡充、地下鉄バリア
フリー動線の確保等による歩行環境の向上２

駅前の防災拠点づくりや、自立・分散型のエネルギーシステムの構築による
防災対応力強化５

社会課題解決に取り組むスタートアップを支援する施設整備と、オープンコ
ミュニティの形成３

子どもが学び・体験できる機会の創出４

駅まち一体の都市基盤整備

都市機能の導入

防災対応力強化と環境都市づくり

出典：国土地理院ウェブサイト（https://www.gsi.go.jp/）※基盤地図情報を加工して作成 出典：国土地理院ウェブサイト（https://www.gsi.go.jp/）※空中写真を加工して作成

Administrator
テキストボックス
2



田町駅西口駅前地区の街づくりについて

※記載事項については現時点の検討内容であり、今後の設計等の具体化により修正・変更となる場合があります。

地下鉄バリアフリー動線

東西自由通路

■施設建築物の概要（断面イメージ）■計画概要

計画地の位置 東京都港区芝五丁目地内

地域地区等 商業地域／防火地域／特定街区

都市計画の経緯
S45年：特定街区決定

今回：都市再生特別地区／田町駅西口駅前地区地区計画／特定街区（廃止）

指定容積率 700%

基準建蔽率 80％（防火地域内の耐火建築物により100％）

地区計画の区域／面積 東京都港区芝五丁目地内／約1.9ha

都市再生特別地区の区域面積 約0.8ha

計画容積率 約1,300％

敷地面積 約6,615㎡

延べ面積（容積対象面積） 約98,600㎡（約86,000㎡）

階数／最高高さ 地上23階・地下２階／約125ｍ

主要用途
業務棟（事務所、店舗、産業支援施設、駐車場等）

低層棟（店舗等）

工期 建物（業務棟）（予定） 2025年度～2028年度（※全体竣工は2033年度を予定）

JR
田町駅

＜本計画＞
田町駅西口駅前地区

■パース
種
類

名称 幅員 延長・面積 備考

道
路

地区内道路
（交通広場）

― 約2,100㎡ 拡幅（地上レベル）

そ
の
他
の
公
共
空
地

駅前広場 ― 約1,500㎡ 新設（デッキレベル）

広場１号 ― 約130㎡
新設（地上レベル。駅前広場に接

続する階段、昇降施設を含む。）

広場２号 ― 約560㎡
新設（地上レベル。駅前広場に接

続する階段、昇降施設を含む。）

歩行者通路
１号

２～３
ｍ

約40ｍ

新設（地上・地下レベル。階段を

含む。デッキ・地上・地下レベル

を結ぶ昇降施設を含む。）

歩行者通路
２号

２～３
ｍ

約60ｍ 既設（地上レベル）

歩行者通路
３号

３ｍ 約170ｍ
新設及び既設（デッキ・地上レベ

ル。昇降施設を含む。）

歩行者通路
４号

３ｍ 約160ｍ

新設及び既設

（デッキ・地上レベル。階段、昇

降施設を含む。）

歩行者通路
５号

３ｍ 約40ｍ 既設（デッキレベル）

歩行者通路
６号

３ｍ 約50ｍ
既設（地上・地下レベル。

階段、昇降施設を含む。）

歩行者通路
７号

３ｍ 約30ｍ 新設（デッキレベル）

歩道状空地 ４ｍ 約120ｍ 新設及び既設（地上レベル）

■整備する主な公共施設等 （配置図）

区民避難所用（約100㎡）

帰宅困難者用（約30㎡）

鉄
道
敷
地
境
界

道
路
境
界
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出典：国土地理院ウェブサイト（https://www.gsi.go.jp/）
※基盤地図情報を加工して作成

（工事中）
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田町駅西口駅前地区の街づくりについて

※記載事項については現時点の検討内容であり、今後の設計等の具体化により修正・変更となる場合があります。

バス停
（予備）

タクシー
待機

交通広場
（官民連携）
約3,000㎡

×7-20

バス停②

タクシー乗車

タクシー降車
一般車

福祉車両

バス停③

バス停①

特別区道
第1028号線

特別区道
第1024号線

第一京浜（国道15号）田町駅西口
交差点

店舗

店舗
田町

センタービル

JR田町駅

田町タワー

店舗

歩道拡幅 歩道拡幅

歩道状空地の整備
歩行者滞留空間の整備

歩行者滞留空間の整備

交差点改良
立体道路制度を活用し、
官民連携で交通広場を拡充

：重複利用区域

特別区道
第1024号線

第一京浜（国道15号）

JR田町駅

田町
センタービル

田町
タワー

バス停

バス停

バス停 バス停

交通広場
（特別区道第1028号線）

約1,200㎡

交通広場の機能不足
（タクシー乗車スペースのみ）

変則的な交差点

バス停が点在し、
通行を阻害

待機タクシー
が通行を阻害

特別区道
第1028号線

タクシー乗り場

バス停

バス停

×7-20

3

１.民有地を活用した交通広場の整備や、交差点の改良、公共的駐輪場の整備等による交通結節機能の強化

① 民有地を活用して、交通広場を約1,200㎡から約3,000㎡に拡充し、第一京浜（国道15号）に点在するバス乗り場を集約するとともに、タクシー乗降・待機

スペース、福祉車両スペース等の整備による公共交通の乗換利便性の向上

② 交通広場の整備にあわせ、変則的な（食い違い）交差点を改良し、歩行者・自動車交通の円滑化と安全性の向上

③ 暫定駐輪場の利用台数及び放置自転車の実態を踏まえ、公共的駐輪場（約235台）を整備

整備
内容

交通広場(地上階)

JR田町駅周辺市街地

バス停①

バス停②
バス停③

タクシー乗車 タクシー降車・一般車・福祉車両

タクシー待機

現況 計画案

タ
ク
シ
ー

乗車 １台 １台

待機 ― ４台

降車 ―
１台

一般車 ―

福祉車両 ― １台

バス乗降 ― ３台／予備１台

新設 既設

自動車動線凡例

【計画】【現況】

【地下１階】
公共的駐輪場の整備
（約235台）

出典：国土地理院ウェブサイト（https://www.gsi.go.jp/）※基盤地図情報を加工して作成出典：国土地理院ウェブサイト（https://www.gsi.go.jp/）※基盤地図情報を加工して作成
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田町駅西口駅前地区の街づくりについて

※記載事項については現時点の検討内容であり、今後の設計等の具体化により修正・変更となる場合があります。

隣接地との連携による、駅まち間の歩行者ネットワークの形成イメージ

4

２. JR田町駅構内の東西自由通路の拡幅や、駅前デッキ広場の拡充、地下鉄バリアフリー動線の確保等による歩行環境の向上

① 東口の東西自由通路の拡幅と連携したJR田町駅構内の東西自由通路の拡幅や、駅前デッキ広場の拡充による混雑の改善と利便性の向上、隣接する田町タワー
（総合設計制度活用）の公開空地との連携による、駅まち間の歩行者ネットワークの整備

② ＪＲ田町駅・交通広場・地下鉄浅草線三田駅間のバリアフリー動線の整備等による歩行環境の改善

整備
内容

駅前デッキ広場等の空間イメージ

デッキ階 平面図

新設EV
(交通広場)

店舗

店舗

店舗

新設EV
（三田駅）

新設ESC

新設ESC

東口

西口

約16m 約10m

既設EV

改札

駅施設
移設対象
範囲

他地区整備事業：
既存東西自由通路
の拡幅(改札機増設を想定)

駅構内の
自由通路拡幅
有効幅員約21m

JR田町駅
自由通路

駅前デッキ広場
約2,000㎡

東西自由通路の拡幅、駅前デッキ広場等の整備イメージ

 JR田町駅・地下鉄浅草線三田駅間のバリアフリーネットワーク・平面イメージ

バリアフリーネットワーク・断面イメージ

計画敷地 田町
タワー

接続

接続

既設EV

駅間の
アンブレラフリー
動線の整備

上部既存庇ライン

JR田町駅

駅前デッキ
広場

B２階

計画敷地

田町タワー

A5,A6
出入口

ホーム

都営浅草線三田駅

駐車場
駐輪場

改札

→
至三田線

B１階・コンコース階

接続

計画敷地 田町タワー

A5,A6
出入口

都営浅草線三田駅

デッキ階

既設ESC
（改修）

改札

EV

＜凡例＞   ：駅前デッキ広場等  ：歩行者動線（地上階）   ：歩行者動線（デッキ階） ＜凡例＞   ：計画敷地境界
：エスカレーター
又は階段動線

：バリアフリー
動線（新設）

：バリアフリー
動線（既設）

階段
(交通局
所有)

EV

EV

階段
(交通局
所有)

交通広場
１F

本開発敷地内

新設

２F

B１F

１F

２F

新設

新設

JR
田町駅接続

地下鉄浅草線三田駅

B２F

新設既設

B１F
（コンコース階）

B２F
（ホーム階）

田町タワーへ
接続

施設駐車場

B１F

新設

B２F

新設

田町タワーへ接続
主動線

新設

（ラチ内）
共同溝

下水幹線

下水幹線

出典：国土地理院ウェブサイト（https://www.gsi.go.jp/）※基盤地図情報を加工して作成

出典：国土地理院ウェブサイト（https://www.gsi.go.jp/）※基盤地図情報を加工して作成
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田町駅西口駅前地区の街づくりについて

※記載事項については現時点の検討内容であり、今後の設計等の具体化により修正・変更となる場合があります。 5

３.社会課題解決に取り組むスタートアップを支援する施設整備と、オープンコミュニティの形成

① スタートアップ支援の核となる支援体制・拠点（約2,000㎡）を形成し、スタートアップ支援施設に
必要な３つの機能（事業化支援機能・資金調達機能・人材確保機能）を導入

② 拠点施設入居のスタートアップに加え、田町エリア所在の外部のスタートアップも含めたオープン
コミュニティを形成

整備
内容

スタートアップ育成・支援拠点のイメージ

スタートアップ
育成・支援拠点

約2,000㎡

まちに開かれたエリア
(交流テラス・セミナースペース・ラウンジの一体活用可能)

スタートアップが投
資家へプレゼンを行
い、投資を募るイベ
ントなど情報発信や
セミナー会場として
利用。

外とつながる情報発信の場

セミナースペース

軽飲食も可能なスペー
スとし、利用者同士が
出会い意見交換したり、
商談をする場。情報発
信ボードや実証体験
ブースも設置。

カフェ利用や商談に利用

ラウンジ

施設利用者をメインとしたエリア

誰でも利用できる屋外テラス
開かれたテラス空間
の特性を活かし、施
設の会員以外とも繋
がり、発信・体験が
できる場。

交流テラス

多様な人々が集うオー
プンな空間。作業や打
合せなど利用者が使い
たい形で利用が可能。

コワーキングスペース
打合せや作業など自由に利用

大きさの異なる個室型
のオフィス空間を用意
し、本社としての利用
含め、希望に応じた最
適なオフィス空間を提
供。会員用会議室も整
備。

シェアオフィス・貸会議室
オフィスや打合せの場としての利用

【スタートアップ支援体制のイメージ】

スタートアップと伴走し、
成長を支援

三井不動産
株式会社

運営
パートナー

事業化支援機能 資金調達機能人材確保機能

■施設会員間を引き合わせ、
協働機会を提供

■学生参加型イベント開催
■アプリなどテクノロジーを活用
し、幅広く引き合わせることが
可能

■投資会社との面談支援や投資
会社出身者によるアドバイス

■事業会社の投資部門の施設
利用を通じた接点づくりを支援

■メガベンチャーによる資金調達
セミナーの開催

■ビジネスアイデアコンペの開催
■協働企業を紹介するなど
事業機会の提供

■専門家や専門機関の紹介
■実証実験機会の提供

 成長時期の異なるスタートアップを幅広く支援することで、パートナーシップを組み、
互いの技術や資本を生かしながら、広く共存共栄していくことを目指す

 施設外のメガベンチャーや急成長しているスタートアップも参加することで、先駆者
からの助言・指導により次世代スタートアップを育成する

 メガベンチャー等の支援プレイヤーとのネットワーク構築を目的とし、施設外の田町
エリアのスタートアップも参加できる広く一般に開かれたコミュニティを形成

施設利用者に限定しない、
開かれたスタートアップのコミュニティづくり

子どもが学び・体験できる機会の創出

駅前デッキ広場やスタートアップ育成・支援拠点等の多様な交流の促
進が期待されるスペースを利用し、子どもの学習・体験や、学生向け
イベントの開催により、起業家マインド育成に取り組む。

【取組のイメージ】

子ども向け体験型イベントの開催

学生向け起業家マインド育成イベントの開催

子ども向けの食育プログラム等の開催

食育やSDGsをテーマとした「出前授業」

日本橋 SDGs関連親子体験イベント

【上位計画】

①チルドレンファースト子供政策の加速に向けた論点整理（東京都政策企画局

／令和４(2022)年７月）

・社会全体で子供をサポートする取組を充実させ、官民一体となった「こどもスマ
イルムーブメント」を戦略的に展開し、社会のあらゆる主体との連携の輪を広げる。

②こども未来アクション(東京都政策企画局／令和５(2023)年１月)

・こどもスマイルムーブメントの更なる促進として、未来の東京を担う子供が、社
会への関心を高め、笑顔で成長できるよう、「遊び・学び」の機会を創出する。

③「Global Innovation with STARTUPS」戦略(東京都政策企画局

／令和４(2022)年11月)

・“チャレンジャーが生まれ、それを応援する社会を創る”ため、“小学生から大
学生まで、起業家性を醸成する教育を推進”、“アイデアを形にし、実現し、成長
させる流れをつくる“、”学生や若者とスタートアップとの交流を生み出す”こと
により、アントレプレナーシップ（起業家性）の育成に取り組む。

【本計画における取組】

エリアマネジメント等を通じ、子どもた
ちが文化体験や職業体験が出来る様々な
イベントを実施
例）三井不動産のイベント等の取組

食育プログラム等を通じ、子どもの健康
やSDGsへの意識を醸成
例）森永乳業の次世代成長支援の取組
出前授業（小中学生）、企業訪問学習
（中高生）、料理教室M’s Kitchen
（小学生以上）

スタートアップ育成・支援拠点の施
設運営会員と学生の交流や事業・商
品アイデア創出イベントを実施 スタートアップと学生による新事業・新商品等

のイノベーション創出イベント

① 駅前デッキ広場やスタートアップ育成・支援拠点等を

活用し、子どもが学び・体験を得られる体験型イベント

等の開催を通じて、起業家マインドの育成に取り組む

４.子どもが学び・体験できる機会の創出

整備
内容

※1：交流テラス、ラウンジ、セミナースペースは一般利用も可能なエリア想定。 ※2：シェアオフィス・貸会議室、コワーキングスペースエリアは会員利用エリア想定。

※1
※2
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田町駅西口駅前地区の街づくりについて

※記載事項については現時点の検討内容であり、今後の設計等の具体化により修正・変更となる場合があります。

５.駅前の防災拠点づくりや、自立・分散型のエネルギーシステムの構築による防災対応力強化

• 地域の防災力向上のため、耐震改修促進法に
関する技術的助言に基づいた耐震診断方法に
より耐震性を検証の上、港区所有の東西自由
通路接続デッキの耐震補強を行う。

• 港区所有デッキの耐震補強に加えて、既存エ
スカレータの耐震補強を実施し、田町駅西口
の防災力向上を図る。また、エスカレーター
に関する問い合わせ対応及び緊急時の一次対
応を建物側の防災センターで行う。

① 地域の防災拠点として、耐震改修促進法に関する技術的助言に基づいた耐震診断方法により耐震性を検証し、東西自由通路接続デッキの耐震補強を行う

② 駅前の交通結節拠点として、一時滞在施設及び一時退避場所、防災備蓄倉庫などを整備するとともに、災害時の情報発信、支援体制の検討を行う

③ ３日間の非常用電源、建物一部の空調・換気、給水の継続供給が可能な災害時の自立型のエネルギーシステムの導入

駅前の地域の安全・安心の防災拠点づくり

• 田町駅周辺の開発との相互連携を行い、田町駅周辺
滞留者対策推進協議会へ参加。

• 滞留者支援本部と連携し、協議会連絡ツール（ス
マートフォンアプリ）を通じて、滞留状況・被害状
況の確認、支所情報の確認など、滞留者支援活動を
実施。

• 都市再⽣安全確保計画への参画を視野に、計画の深

度化に応じて適宜協議を行う。

地区間連携による災害時支援体制の検討

• 本計画においては、災害時においても安定的なエネ
ルギー供給を実現するため、耐震性に優れた中圧ガ
スを利用したCGSや非常用発電機（デュアル・フュー
エル型）を浸水危険性の低い中層部以上に導入する。

• 系統電力供給遮断時に約7日間の電力供給が可能。う
ち、約１日分の容量をCGSにより供給する。

• 系統電力・ガス供給遮断時にもオイルタンク燃料に
より約72時間分の電力確保を可能とする自立性の高
いエネルギーシステム計画。

• 災害時においては、帰宅困難者の一時滞在施設やビ
ル保安施設、非常用エレベーター、共用部等に優先
的に電力を供給する。

• 在室継続のための部分空調、換気継続、給水継続
（飲料水は別途備蓄品として確保）。

• オフィス専有部においてはコンセントの継続利用等
の業務継続への対応も行う。

災害時の自立・分散型のエネルギーシステム
の導入ー非常用電源、空調、給水の継続供給ー

＜防災に関する主な施設の整備イメージ＞
道
路
境
界

帰宅困難者用
防災備蓄倉庫
約30㎡

備蓄倉庫

非常用発電機・CGS

港区の区民避難所用
防災備蓄倉庫
約100㎡

駅前デッキ広場

交通広場

産業支援施設
（一般開放エリア）

帰宅困難者の
一時滞在施設の整備

約1,000㎡

オフィス
ロビー

備蓄倉庫

鉄
道
敷
地
境
界

一時退避場所の確保
約2,500㎡

港区所有デッキ、
エスカレーターの
耐震補強

出典：プレスリリース「「柏の葉キャンパス駅前デジタルサイネージ」

8 月 1 日より本格運用開始

地域情報の一元化／リアルタイムな情報発信を促進し、街づくりに活用」

https://www.mitsuifudosan.co.jp/corporate/news/2013/0801/download/20

130801.pdf

＜デジタルサイネージの導入イメージ＞

柏の葉スマートシティに設置される
外部デバイスと連携するデジタルサイネージ

既存エスカレーター

JR田町駅

耐震補強範囲

計画敷地

＜耐震補強箇所・現況写真＞

• 駅前の交通結節拠点として、災害発生時に想定される帰宅困難者の発生に加え、鉄道利用者の受入れを考慮し、地上階交通広場の再編
及び、デッキ階駅前広場の整備により、一時退避場所（約2,500㎡）を整備。

• 帰宅困難者を受入れる一時滞在施設を整備。（約1,000㎡、約600人分）
• 帰宅困難者の受入れに対応した３日間分の災害用備蓄品を備える防災備蓄倉庫を整備。（約30㎡）
• 港区が管理する区民避難所（みなとパーク芝浦）の備蓄倉庫を別途確保。（約100㎡）
• デジタルサイネージの設置等により、多言語での災害情報の発信等を行い、駅前空間に求められる災害時対応を実施。（災害時の具体

的な連携方針については、港区及び交通事業者と今後継続的に協議・調整を行う。）

帰宅困難者の受入れ空間等の整備

＜平常時・非常時の電力供給量イメージ＞

整備
内容

6
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田町駅西口駅前地区の街づくりについて

※記載事項については現時点の検討内容であり、今後の設計等の具体化により修正・変更となる場合があります。

駐車場・
機械室等

交通広場

産業支援施設

事務所

機械室等

将来的な面的エネルギーの受入スペースの確保

駅前デッキ広場

DHC受入スペース

店舗

＋

7

85.2
（平均）

建物の省エネ化
エネルギーの効率化
自然エネルギーの利用 等

再生可能エネルギー由来の
電力利用 等
2030・カーボンハーフスタイルへの
取組（建物供用開始時）

技術革新などを踏まえた
更なる取組の検討

上位25%事務所のCO2排出量原単位
東京都省エネカルテ
（2019年度実績）

施設計画等に
おける取組

ゼロエミッション東京の
実現に向けた取組

６.先進的な環境負荷低減に向けた取組

• 環境負荷低減に向けた様々な取組により、建物供用開始時に事務所用途CO₂排出量原単
位について48㎏-CO₂／㎡・年以下を目指す。

• 脱炭素社会の実現に向け、次世代技術導入検討や再生可能エネルギー由来の電力活用な
ど多角的な取組の検討を進め、令和12(2030)年においてカーボンハーフ（CO₂50%削減）
の実現を目指し、更なる環境負荷低減に貢献するよう努める。

• 技術革新などを踏まえた更なる取組の検討によりゼロエミッション東京の実現を目指す。
• 建設資材や建設時のCO₂排出量の把握、抑制に努める。

• 先進的な環境技術の導入により、エネルギーの効率的利用と熱負荷低減への取組等を進め、令和６(2024)年
４月に施行される東京都建築物環境計画書制度におけるPAL*とERRの段階３※1を達成する。

• CASBEE自主評価において、 Aランク※2を確保し、Sランク※3相当を目指す。
• パッシブ技術の採⽤や、⾼効率な省エネルギー設備の導⼊、先進の空調、照度管理を通して事務所用途につ

いては、ZEB Ready(50％以下） ※4を達成する。
• 商業施設を含めた建物全体の一次エネルギー消費量についても ZEB Oriented※5の基準でそれぞれの用途別

に算出した一次エネルギー消費量の合計以下となることを達成する。

• 更なる省エネルギー実現に向けて、未評価技術（WEBPRO※6において現時点で評価されていない技術）を導入
し、建物全体でZEB Ready (50%以下)を⽬指す。

① 建物の省エネルギー化による環境負荷低減の実施

② ゼロエミッション東京の実現に向けた、脱炭素化への取組

③ 風の道の確保や暑熱対策などにより、環境配慮型都市づくりを推進する

整備
内容

建物の省エネルギー化による環境負荷低減の実施

＜取組内容イメージ＞

ゼロエミッション東京の実現に向けた、脱炭素化への取組

＜事務所用途のCO₂排出量原単位の目標とゼロエミッション東京
(令和32(2050)年CO₂排出実質ゼロ)の実現に向けた取組＞

■熱負荷の低減
高性能ガラスの採用

（Low-Eガラス等の検討）
外装の工夫などによる日
射遮蔽等

■自然エネルギーの利用
太陽光発電設備の設置
昼光利用等

■ヒートアイランド現象の抑制
屋上、壁面等の緑化
高反射性塗装の実施
広場等の緑化
保水性舗装、
遮熱性舗装等の実施

建物形状・配置の工夫   
による風通しの対策

■水資源の有効活用
雨水利用
空調加湿余剰水再利用
排水再利用等

• 風の道への配慮として、「主要な風の道以外のエ
リア」に本計画は位置するため、評価範囲の従後
の評価風速の発生比率を50％以上確保する。

• 暑熱対策として、CASBEE-Hi自己判定において、
環境ラベリングB＋以上を確保する。

※風の道、CASBEE-Hiは、品川駅・田町駅周辺にお
ける「環境配慮型都市開発の誘導方策マニュアル
／東京都」に基づく取組

環境配慮型都市づくりの推進

電
力
需
要

0時 6時 12時 18時 24時

電力負荷の高い平日昼間のピークカット

（CGSによる発電 ※検討中）

• 排熱利用を含めた総合効率の高いCGS等の分散型エネルギーリソースの活用による
電力需給のピークカットにより、電力需給のひっ迫回避に貢献する。

※1：東京都建築物環境計画書制度におけるPAL逓減率及びERRの評価基準が3段階評価のうち最高ランクであり、環境への配慮のための措置
として環境への負荷の低減に著しく高い効果を有するもの

※2：CASBEE-建築（新築）における５段階評価のうち、上から２番目のランク「Aランク（大変良い）」
※3：CASBEE-建築（新築）における５段階評価のうち、最高ランク「Sランク（素晴らしい）」
※4：ZEBを見据えた先進建築物として、外皮の高断熱化及び高効率な省エネルギー設備を備えた建築物
※5：ZEB Readyを見据えた建築物として、外皮の高性能化及び高効率な省エネルギー設備に加え、更なる省エネルギーの実現に向けた措置

を講じた建築物
※6：ZEBの計算を簡単に行うWEBプログラム（https://building.app.lowenergy.jp/）

■更なる省エネルギー実現に向け
て、 ZEB未評価技術も導入

BEMS導入
エネルギー計測単位細分化・見え
る化

■エネルギーの効率利用
  と省エネルギー

高効率LED照明器具
駐車場のCO制御・電気室の
温度制御による換気量制御

トップランナー変圧器
ポンプ・ファンのトップランナー
モーター

節水型衛生器具の採用
性能検証による運用改善
EV充電ステーション導入
蓄熱槽等の導入
高効率CGS導入による排熱等有効
利用

将来的な面的エネルギーの受入を
見据えた地下躯体の開口補強及び
受入スペースの確保
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田町駅西口駅前地区の街づくりについて

※記載事項については現時点の検討内容であり、今後の設計等の具体化により修正・変更となる場合があります。 8

駅前拠点にふさわしい都市景観の形成遠景

方針①：周辺の開発建物と調和した高さによる駅前拠点の群造形を形成

方針②：周辺への圧迫感に配慮したデザイン

田町タワー
約160m

（仮称）春日ビル建替計画
約100m

JR田町駅

田町駅西口駅前地区
約125m

JR田町駅

交通広場

駅前デッキ広場

地区内外の活気が調和した魅力ある景観の形成近景

方針①：来街者を出迎えるまちのゲートとして、まちへの起点となる象徴的な駅前デッキ広場の創出

方針②：駅前デッキ広場からまちへと人を流す、界隈性の感じられるヒューマンスケールな歩行者空間の創出

約2,000㎡の駅前デッキ広場（JR田町駅側から第一京浜方面を望む）

方針①：周辺の街並みと調和した夜間景観

周辺と調和した駅前にふさわしい夜間景観の形成夜景

低層部は商業施設等を中心として周辺建物と調和した光環境を創出
し、交通結節拠点に相応しい賑わいの感じられる夜間景観を創出

周辺の街並みや賑わいとの連続性・調和中景

方針①：周辺街区や田町駅と連続したデッキレベルのネットワークや広場空間の表出による、

まちに開かれた顔づくり

方針②：田町駅前の交差点を印象付ける、賑わいのある顔づくり

方針③：周辺街区や街並みと連続する立体的なみどり

■景観形成について
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